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２０20春季生活闘争をめぐる情勢
１．国内の経済動向

　�　日本銀行は「経済・物価情勢の展望（１月２１日）」の基本的見解として、わが国の景気は、海外

経済の減速や自然災害などの影響から輸出・生産や企業マインド面に弱めの動きがみられるものの、

所得から支出への前向きの循環メカニズムが働くもとで、基調としては緩やかに拡大している。当

面、海外経済の減速の影響が残るものの、国内需要への波及は限定的となり、２０２１年度までの見通

し期間を通じて、拡大基調が続くとみられると述べている。国内需要は、足もとでは消費税率引き

上げや自然災害などの影響から減少しているものの、きわめて緩和的な金融環境や積極的な政府支

出などを背景に、企業・家計の両部門において所得から支出への前向きの循環メカニズムが持続す

るもとで、増加基調をたどると考えられる。個人消費は、消費税率の引き上げなどの影響が次第に

減衰し、雇用・所得環境の改善が続くもとで、緩やかな増加傾向をたどるとみられる。この間、政

府支出は、オリンピック関連需要に加え、政府の経済対策を背景とした災害復旧・復興関連工事や

国土強靱化等の支出拡大から２０２０年度にかけて着実に増加したあと、高めの水準で推移すると予想

している。このように、海外経済の減速の国内需要への影響は、限定的なものにとどまると見込ま

れる。

　�　こうしたもとで、わが国の経済は、足もとは潜在成長率を下回る成長となっているものの、その

後は、成長率を高めていくことから、均してみれば、潜在成長率並みまたはそれを幾分上回る成長

を続けるとみられる。なお、今回の成長率の見通しを従来の見通しと比べると、政府の経済対策の

効果を背景に２０２０年度を中心に、上振れている。

２．山形県の経済状況

　�　「山形県経済動向月例報告（１月１５日）」では、本県経済は、緩やかな回復の動きがみられると

概況を示している。

　�　また、日本銀行山形事務所は「山形県金融経済概況（１月３０日）」において、山形県の景気は、

弱めの指標がみられるものの全体としては横ばい圏内の動きと述べている。

　�　最終需要の動向をみると、設備投資は前年を下回る動きとなり、住宅投資も弱めの動きとなる中

で、公共投資は増加基調を維持しおり、個人消費も消費税引き上げの影響による振れを伴いつつも

底堅く推移している。

　�　加えて、雇用・所得環境は着実に改善し、消費者物価は前年度を上回っている。こうした中、生

産は横ばい圏内の動きが続いている。

３．山形県の雇用情勢と賃金の動向

　⑴�　県内の有効求人倍率は、２０１２年の０．８８倍から上昇を続け、１７年１．５４倍、１８年は１．６４倍を記

録、今年度は１０月時点で１．５３倍※１となり昨年度を０．１２ポイント下回っているが依然高い倍率を

示している。また、完全失業率においても、今年度の７月～９月の平均が１．６％※２と全国平均の

２．４％※２を下回っており、人手不足の深刻な状況が拡大している。

　⑵�　正社員有効求人倍率は１．１４倍※１となり前年度同期比で０．０２ポイント低下しているが、１．０倍を
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超えて以降横ばいの状況で推移している。

　⑶�　常用雇用者数におけるパートタイム労働者比率は対前年度０．３ポイント増の２４．５％※３となり、

７年連続で増加した。

　⑷�　２０１８年度の県内一般労働者の、毎月決まって支給される給与の平均月額は、対前年比０．９％減

の２３３，１７１円※３となり２年ぶりの減少となっている。一方で、パートタイム労働者の毎月決まっ

て支給される給与の平均月額は、対前年比０．３％増の９４，４６２円※３となった。

　⑸�　２０２０ミニマム運動で集計した連合山形加盟組合平均賃金（サンプル数：３３組合・４６４７人）は、

対前年度比１．３％増の２５７，６３５円となり昨年度を上回った。

　※１　令和元年１０月発表　山形労働局「最近の雇用情勢について」より抜粋

　※２　総務省統計局「２０１９労働力調査（モデル推計）都道府県別結果より抜粋

　※３　平成３０年山形県毎月勤労統計調査より

４．人口動向と課題

　⑴�　景気回復とともに人手不足が県内企業にとって大きな問題となり、少子高齢化による人口減少

の影響も次第に深刻化している。

　⑵�　山形県企画振興部『平成３０年山形県の人口と世帯数』によれば、２０１７年１０月～２０１８年９月の１

年間における県内の人口の移動状況は、対前年増減数が１１，６４７人の減少、一昨年度も１０，８６２人が

減少しており年１万人以上の減少が続いている。また、２０１８年度の山形県の人口が１１０万人を下

回っており、２００７～２０１８年にかけて１０万人以上の個人消費が毎年県内から失われたこととなり、

経済に与える影響は決して小さくない。

５．働き方（総実労働時間）の現状

　⑴�　県内の２０１８年度平均月間総実労働時間（パートタイム含む）は対前年比で０．８％減の１５１．８時間

となり、４年連続で減少している。所定外労働時間は１０．２時間となり対前年比で４．８％減となった。

　⑵�　就業形態別労働時間では、一般労働者の総実労働時間は対前年度比０．３％減の１６９．９時間となり、

うち所定外労働時間は対前年比３．２％減の１２．７時間となっている。

　　�　パートタイム労働者の総実労働時間は対前年比３．１％減の９６．１時間となり、うち所定内労働時

間は対前年比２．５％減の９３．７時間となっている。

　⑶�　県内の総実労働時間を全国平均と比較すると、全国平均は対前年比０．８％減の１４２．２時間、全国

平均との格差は１０６．８（全国＝１００）となり、前年と同率となっている。

２０２０春季生活闘争に対する基本的な考え方
１．賃金要求に対する考え方

　�　すべての働く者の将来不安を払拭し、「経済の自律的成長」「社会の持続性」を実現するためには

「人への投資」が不可欠であり、分配構造の転換につながり得る賃上げが必要である。

　�　２０２０春季生活闘争においては、社会全体に賃上げを促す観点とそれぞれの産業全体の「底上げ」

「底支え」「格差是正」に寄与する取り組みを強化する観点から、月例賃金にこだわり、賃上げの

流れを継続・定着させる。加えて、中小組合や有期・短時間・契約等で働く者の賃金の「格差是正」

の取り組みの実効性を高めるためにも、働きの価値に見合った賃金の絶対額にこだわり、名目賃金
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の最低到達水準の確保と目標水準への到達、すなわち「賃金水準の追求」に取り組んでいく。

　　なお、今次闘争から「底上げ」「底支え」「格差是正」を次のとおり再定義する。

〈目的と要求の考え方〉

目的 要求の考え方

底上げ
産業相場や地域相場を引き上
げていく

定昇相当分＋引き上げ率
（→地域別最低賃金に波及）

格差是正
企業規模間、雇用形態間、男
女間の格差を是正する

◦�社会横断的な水準を額で示し、その水準への到
達をめざす
◦�男女間については、職場実態を把握し、改善
に努める

底支え 産業相場を下支えする
企業内最低賃金協定の締結、水準の引き上げ
（→特定（産業別）最低賃金に波及）

＜連合・構成組織・地方連合会の取り組み＞

連合 構成組織 地方連合会

底上げ
様々な指標を総合勘
案し、「定昇相当分＋
引き上げ率」で提示

連合方針を踏まえて
要求方針を検討

連合方針を踏まえて
要求方針を検討

格差是正

「企業規模間格差是正
に向けた目標水準」お
よび「雇用形態間格差
是正に向けた目標水
準」を設定

 ①�連合リビングウェ
イジをクリアする
（別記参照）
②�各県の地域ミニマ
ム第１十分位以下
をなくす（地域ミニ
マム）別記参照
③連合方針をめざす

底支え

企業内のすべての労
働者を対象に企業内
最低賃金協定を締結
する際の水準を設定

２．「すべての労働者の立場に立った働き方」の実現

　�　２０２０年は「働き方改革関連法」が本格的な施行を迎えることとなる。「時間外労働時間の上限規制」

の中小企業への適用、「同一労働同一賃金」への対応など法令遵守はもちろんのこと、有期・短時間・

契約等で働く者の雇用の安定、６５歳から７０歳までの就業機会確保と６０歳以降の処遇のあり方への対

応、職場の安全対策、安心して育児・介護・治療と仕事が両立できるワーク・ライフ・バランスの

実現など、雇用形態にかかわらず、個々人のニーズにあった多様な働き方の仕組みを整え、安心・

安全で働きがいある職場の構築に取り組んでいく。

３．働き方も含めた「サプライチェーン全体で生み出した付加価値の適正分配」の取り組み

　�　中小企業の経営基盤を強化し、賃上げ原資を確保していくためには、「取引の適正化」の推進が

不可欠である。

　�　とりわけ「働き方改革関連法」の改正事項が大企業から先行適用される中、大企業等による長時



－5－

間労働是正をはじめとした取り組みが、下請け等中小企業への「しわ寄せ」とならないように取り

組みを進めることが重要である。加えて、２０１９年１０月の消費税増税分を確実に取引価格に転嫁でき

るよう、職場労使協議を含め社会全体に訴えていく。

　�　さらに、働く者は同時に消費者でもある。一人ひとりが倫理的な消費行動を日々実践していくこ

とも持続的な社会に向けた大切な営みであり、消費者教育の推進とともに、働く者の立場から社会

に呼びかけていく。

４�．以上の認識のもと、連合山形は、連合方針を受け止め、２％程度（定期昇給相当分を含め４％程

度）を基準とした賃金引き上げによる「底上げ」「底支え」「格差是正」と「すべての労働者の立場

にたった『働き方』の見直し」を最重点に、２０２０春季生活闘争をすべての働く仲間の「総合労働環

境（賃金・一時金・福利厚生・労働時間および労働関係法制を踏まえた環境整備等）の改善」をめ

ざす闘いと位置づけ、構成組織が一丸となって取り組む。

【連合２０２０春季生活闘争方針概要】

※４�　生産性運動は政労使によるものであり、生産性運動の趣旨を明らかにするために確認されたの

が生産性三原則である。生産性三原則とは「雇用の維持・拡大」「労使の協力と協議」「成果の公

正分配」のこと。雇用の安定、労働条件の維持向上と生産性向上とは相対立するものではなく、

むしろ労使の協力と協議によって両立が可能であることを明示したもの。

具体的取り組み
Ⅰ．「底上げ」「底支え」「格差是正」に向けた取り組み
１．月例賃金

　⑴�　すべての組合は月例賃金にこだわり、賃金の引き上げをめざす。要求の　　組み立ては、定期

昇給相当分（賃金カーブ維持相当分）を確保した上で、名目賃金の到達目標の実現と最低到達水

準の確保、すなわち「賃金水準の追求」にこだわる内容とする。（「底上げ」「格差是正」）

　　�　同時に、企業内で働くすべての労働者の生活の安心・安定と産業の公正基準を担保するため、

企業内最低賃金の協定化に取り組む。なお、取り組みにあたっては、企業内最低賃金協定が特定

（産業別）最低賃金の金額改正に強く寄与することも踏まえる。（「底支え」）

　　　具体的な要求指標は、下表のとおりとする。

　すべての働く者の将来不安を払拭し、「経済の自律的成長」「社会の持続」を実現するためには、

分配構造の転換につながり得る賃上げが必要である。

　２０２０闘争においても、引き続き、生産性三原則※４（労使協議・公正分配・雇用拡大）にもと

づいた「賃上げ」「働き方の見直し」を求めるとともに、働き方も含めた「サプライチェーン全

体で生み出した付加価値の適正分配」に一体的に取り組む。

　とりわけ「賃上げ」については、「底上げ」「底支え」「格差是正」の取り組みを再定義し、広

く社会全体に賃上げを促すとともに、企業内で働くすべての労働者のセーフティネットを強化

していく。加えて中小組合や有期・短時間・契約等で働く者の賃金を「働きの価値に見合った水準」

へと引き上げていく。正規・非正規、組織・未組織を問わず、すべての働く者・国民の生活の底

上げの実現を社会に向けて発信していく。
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〈２０２０春季生活闘争における賃金要求指標パッケージ〉

底上げ
社会全体に賃上げを促す観点とそれぞれの産業全体の「底上げ」「底支え」「格
差是正」に寄与する取り組みを強化する観点から、２％程度とし、定期昇給
分（定昇維持相当分）を含め４％程度とする。（別記参照）

企業規模間格差 雇用形態間格差

格
差
是
正

目標
水準

めざすべき目標水準（別記参照）

◦昇給ルールを導入する。
◦�昇給ルールを導入する場合は、勤
続年数で賃金カーブを描くことと
する。
◦�水準については、「勤続１７年相当
で時給１，６００円・月給２６４，０００円以
上となる制度設計をめざす」（別
記参照）

最低
到達
水準※６

最低到達目標水準（別記参照）
企業内最低賃金協定１，１００円以上

企業内最低賃金協定１，１００円以上
（別記参照）

底支え
◦企業内のすべての労働者を対象に協定を締結する。
◦締結水準は、生活を賄う観点と初職に就く際の観点を重視し、
「時給１，１００円以上」をめざす。（別記参照）

　⑵�　構成組織は、月例賃金にこだわり、名目賃金の到達目標の実現と最低到達水準の確保、すなわ

ち「賃金水準の追求」に取り組む。

　　�　それぞれの産業において「めざすべき賃金水準」を設定した上で、自組織の中小組合や有期・

短時間・契約等で働く者が自らの賃金の「働きの価値に見合った水準」への到達を追求し得る要

求を設定する。

　⑶�　中小企業に対置する労働組合は、連合山形『賃上げ要求水準』『めざすべき賃金水準』『最低到

達目標水準』（別記参照）を意識し、定期昇給相当分（賃金カーブ維持相当分）を含め、水準の

到達に必要な賃金引き上げに向け最大限の要求を確立する。また、獲得した賃金改善原資の各賃

金項目への配分等にも積極的に関与する。

【対象となる中小企業】

２．一時金

　�　一時金については、「年間収入の確保・向上」の観点から、前年度実績を確保した上で、さらな

る上積みをめざす。

　　有期・短時間・契約等で働く労働者についても、均等・均衡待遇を図るべく要求していく。

　資本金の額又は出資の総額が３億円（小売業又はサービス業を主たる事業とする事業主につい

ては、５０００万円、卸売業を主たる事業とする事業主については１億円）以下である事業主、及

びその常時使用する労働者の数が３００人（小売業を主たる事業とする事業主については５０人、卸

売業又はサービス業を主たる事業とする事業主については１００人）以下である事業主をいう。
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Ⅱ．すべての労働者の立場にたった「働き方」の見直し
１．働き方改革の職場への定着に向けた取り組み

　⑴�　改正労働基準法に関する取り組み

　　�　すべての組合は、改正労働基準法等の施行（２０１９年４月）およびその一部である時間外労働

の上限規制の中小企業への適用開始（２０２０年４月）を踏まえ、労使協議を徹底する。

　　①�　３６協定の点検・見直し（限度時間を原則とした締結、休日労働の抑制、過半数労働組合・過

半数代表者のチェック等）および締結に際しての業務量の棚卸しや人員体制の見直し。

　　②　すべての労働者を対象とした労働時間の客観的な把握と適正な管理の徹底。

　　③�　年次有給休暇の１００％取得に向けた計画的付与の導入、事業場外みなしや裁量労働制の適正

な運用に向けた取り組み ( 労使協定・労使委員会、健康・福祉確保措置の実施状況、労働時間

の状況の点検 ) の徹底をはかる。

　⑵�　同一労働同一賃金に関する取り組み

　　�　同一労働同一賃金の法規定が２０２０年４月より施行されることを踏まえ、職場のパート・有期雇

用・派遣労働者・無期転換労働者の労働組合への加入の有無を問わず、労働条件を点検し、法

の趣旨にもとづき同様の取り組みを進める。

　　①　パート・有期雇用労働者に関する取り組み

　　　（大企業２０２０年４月、中小企業２０２１年４月施行）

　　　ア．正規雇用労働者とパート・有期で働く者の労働条件・待遇差の確認。

　　　イ�．（待遇差がある場合）賃金・一時金や各種手当等、個々の労働条件・待遇ごとに、その目的・

性質に照らして正規雇用労働者との待遇差が不合理となっていないかを確認し待遇差を是

正する。

　　　ウ．闘争の成果のアピールによる、パート・有期雇用労働者の組合加入の促進。

　　　エ．パート・有期雇用労働者への待遇に関する説明の徹底。

　　②　派遣労働者に関する取り組み（大企業・中小企業２０２０年４月施行）

　　　�　同一労働同一賃金の法整備において派遣労働者と派遣先労働者との 均等・均衡待遇が原則

とされたことを踏まえ、以下の取り組みをはかる。

　　　〈派遣先労働組合の取り組み〉

　　　ア．正規雇用労働者と派遣労働者の労働条件・待遇差を確認する。

　　　イ�．派遣先均等・均衡待遇が可能な水準での派遣料金設定や派遣元への待遇情報の提供など、

事業主に対する必要な対応を求める。

　　　ウ�．食堂・休憩室・更衣室など福利厚生施設などについて派遣労働者に不利な利用条件など

が設定されている場合は、是正を求める。

　　〈派遣元労働組合の取り組み〉

　　　ア．待遇情報の共有や待遇決定方式に関する協議を行う。

　　　イ�．待遇決定方式にかかわらず比較対象労働者との間に不合理な格差等がある場合には、是

正を求める。

　　　ウ�．有期・パートである派遣労働者については、上記①の取り組みについて確認（比較対象

は派遣元の正規雇用労働者）

　　　エ．派遣労働者の組合加入およびその声を踏まえた労使協議の実施。

　　　オ．派遣労働者への待遇に関する説明の徹底。
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　　③　高齢となっても安心して安全に働き続けられる環境整備の取り組み

　　　�　意欲ある高齢者が生きがい・やりがいを持って働くことのできる環境の整備に向け、以下の

取り組みをはかる。

　　　ア�．同一労働同一賃金の法規定対応の確実な実施（通常の労働者と定年後継続雇用労働者をは

じめとする６０歳以降のパート・有期雇用で働く労働者との間の不合理な待遇差の是正）

　　　イ�．働く高齢者のニーズへの対応のため、労働時間をはじめとする勤務条件の緩和や健康管理

の充実などの推進

　　　ウ．高齢化に伴い増加がみられる転倒や腰痛災害等に対する安全対策と職場環境の改善。

　　　エ�．「高年齢者雇用安定法」を踏まえた雇用継続制度の導入および高齢者雇用のための環境整

備や短時間労働者の社会保険適用拡大の遵守状況等の確認。

　【高年齢者雇用安定法】

　【社会保険の適用拡大】

　⑶�　障がい者雇用に関する取り組み

　　①�　障がい者雇用促進法に基づく法定雇用率が、２０２１年３月までに２．３％（国・地方自治体２．６％、

教育委員会２．５％）に引き上げられることを踏まえ、職場における障がい者の個別性に配慮し

た雇用環境を整備したうえで、障害者雇用率の達成に取り組む。

　　②�　事業者の責務である「障がい者であることを理由とした不当な差別的取　扱いの禁止」、「合

理的配慮の提供義務」、「相談体制の整備・苦情処理および紛争解決の援助」についても、労働

協約・就業規則のチェックや見直しに取り組む。

　⑷�　ジェンダー平等・多様性の推進

　　�　多様性が尊重される社会の実現に向けて、性別をはじめ年齢、国籍、障がいの有無、就労形態

など、様々な違いを持った人々がお互いを認め合い、ともに働き続けられる職場を実現するため、

あらゆるハラスメント対策や差別禁止に取り組む。

　　①　改正女性活躍推進法および男女雇用機会均等法の周知徹底と点検活動。

　　②�　職場のハラスメントの現状を把握するとともに、あらゆるハラスメントを一元的に防止する

取り組みや、差別禁止対策など労使協議を通じて就業環境の改善を進める。

　雇用継続制度（①６５歳まで定年年齢を引き上げ、②希望者全員を対象とする６５歳までの継続

雇用制度を導入、③定年制の廃止、のいずれかを実施）が義務化された。これに伴い、高齢者

雇用のための諸条件の整備（①高年齢者の職業能力の開発・向上、②作業施設の改善、③高年

齢者の職域拡大作業施設の改善、④高年齢者の知識、経験などを活用できる配置、処遇の推進、

⑤勤務時間制度の弾力化、⑥事業主が協同で行なう取り組みの推進）について労使協議を十分

行なった上で、企業が行なうべき事項として指針が示された。（２０１３年４月１日施行）

　厚生年金・健康保険の被保険者数が５０１人以上の事業主の短時間労働者であり、①週の所定労

働時間が２０時間以上、②雇用期間が１年以上見込まれること、③賃金の月額が８．８万円以上であ

る事、この条件を満たしているものが対象となる。（２０１６年１０月１日施行）

また、５００人以下の場合であっても、労使合意（労働者の１／２以上と事業者が社会保険に加入

することについて合意すること）に基づく申し出をする企業に勤務する短時間労働者も対象と

なる。（２０１７年４月１日施行）
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　　③�　育児・介護休業法の周知・点検をはかるとともに、両立支援策の拡充の観点から、法を上回

る内容を労働協約に盛り込む。加えて、有期契約労働者が制度を取得する場合の要件の撤廃を

はかる。

　　④�　女性の就業継続率の向上や男女のワーク・ライフ・バランスの実現に向けて、男性の育児休

業取得促進に取り組む。

闘いの展開

１�．連合山形は、２月１２日、執行委員会を闘争委員会に切り替え、構成組織と連携した万全な闘争体

制を確立するとともに、「底上げ」「底支え」「格差是正」および「すべての労働者の立場にたった

働き方」の実現を目指す観点から、交渉の進捗状況や妥結状況について随時、情報を共有していく。

２�．すべての労働組合は、組合員との対話等を通じた確固たる要求方針を策定し、２０２０春季生活闘争

への結集を図るとともに、「人への投資」による「経済の自律的成長」と「社会の持続性」を実現

するための、分配構造の転換につながり得る賃上げの必要性を闘争交渉や労使協議で訴えていく。

３�．すべての労働組合は、「要求書」を提出し、大手は連合本部が設定するヤマ場（３月１０～１２日）

での決着に向け最大限結集するとともに、サプライチェーン全体での「公正取引の推進」をも意識

した交渉の徹底・強化および環境整備に努める。

　〈大手〉

　　●第１先行組合回答ゾーン　　　３月９日（月）～１３日（金）

　　●第２先行組合回答ゾーン　　　３月１６日（月）～２０日（金）

　　●３月月内決着集中回答ゾーン　３月２１日（土）～３１日（火）

　�　また、地場・中小については、連合山形が設定する回答ゾーンを踏まえて交渉日程の調整や必要

な戦術設定の準備を進め、決着をめざす。

　〈地場・中小〉

　　●第１回答ゾーン　　　　　　　３月１６日（月）～２０日（金）

　　●第２回答ゾーン　　　　　　　３月２３日（月）～３１日（火）

　　●第３回答ゾーン　　　　　　　４月２０日（月）～２４日（金）

　　●第４回答ゾーン　　　　　　　５月２５日（月）～２９日（金）

　　●第５回答ゾーン　　　　　　　６月２２日（月）～２６日（金）

４�．地場・中小労働組合は、早期に要求方針を確立するとともに、可能な限り、連合本部および連合

山形が設定する回答ゾーンを意識し、早期決着に向けた取り組みを展開する。

５�．また、すべての労働組合は春季生活闘争交渉の前進に向けた組合員の結集をはかる観点からも、

春季生活闘争と連動した積極的な組織拡大の取り組みを展開する。

６�．連合山形、構成組織は、すべての労働組合における要求の策定・確立および実現に向けた指導・

支援を強化する。

別　記
「地域ミニマム」と「賃金水準の追求」および雇用形態間格差の是正　

　2020春季生活闘争においては、「地域ミニマム」から算出された「賃上げ要求水準」及び「めざす

べき賃金水準・最低到達目標水準」を設定する。
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　「賃上げ要求水準」は、賃金制度が整備されていない組合がめざす目標値とし、「最低到達目標水準」

は、すべての労働組合が達成すべき水準であり、賃金格差の是正を目標として、これまで同様に、賃

金水準の低位にある労働組合は、少なくともこの水準の達成をめざす。また、「めざすべき賃金水準」

は、すでに「最低到達目標水準」を達成している労働組合がより高い水準をめざすため設定する。

１．地域ミニマム

　�　２０１９年秋に３００人未満を中心とした構成組織から集計したデータを基に、連合山形の最低基準「地

域ミニマム」を設定し、地域間や企業間の格差是正と県内賃金水準の底支え、低賃金県からの脱却

をはかり、「地域ミニマム」以下の賃金をなくす取り組みを進める。

　　【地域ミニマムの推移】

年齢 ２０２０年 ２０１９年 ２０１８年 ２０１７年 ２０１６年

１８歳 １４７，０００ １５０，４００ １４５，９００ １４３，３００ １４７，３００

２０歳 １５６，０００ １５５，６００ １５２，４００ １４９，６００ １５０，９００

２５歳 １７８，６００ １６９，４００ １６６，８００ １６４，０００ １６３，０００

２７歳 １９６，２００ １８３，４００ １７９，１００ １７６，７００ １７８，０００

３０歳 ２０９，７００ １９７，１００ １８９，８００ １８７，８００ １９３，８００

３５歳 ２１９，０００ ２１０，３００ １９９，８００ １９７，６００ ２０８，４００

４０歳 ２２４，６００ ２２２，１００ ２０９，６００ ２０６，１００ ２１９，８００

４５歳 ２２２，１００ ２０９，６００ ２０６，１００ ２１９，８００ ２１２，０００

「地域ミニマム」額設定の考え方

　２０１９年秋に実施した連合山形加盟中小組合員の賃金実態調査に基づき、地域ミニマムを以下

のとおり設定する。

　①�　調査結果、賃金特性値を考慮し、１８歳、２０歳、２５歳、３０歳、３５歳、４０歳、４５歳の７ポイン

ト別に設定する。

　②　設定の基礎ベースを全産業男女計とし、第１十分位の第３次回帰値とする。

　③�　地域ミニマムの水準は、２０２０年４月以降の年齢額とし、明年３月末までの期間に、それぞ

れの年齢の地域ミニマム以下の賃金をなくす取り組みを進める。

　④　地域ミニマムの設定額

年齢 平均
第１
十分位

第３次
回帰（Ａ）

賃上げ
率（Ｂ）

年齢
比率

Ａ×（１＋
Ｂ／１００）

ミニマム
額

１歳当り
上 昇 額

１８歳 １５９，１００ １５４，０００ １４７，０００ ‐１．０２％ ７３％ １４６，９８５ １４７，０００

２０歳 １６２，８００ １５２，１００ １５４，８００ ０．７８％ ７７％ １５５，９９９ １５６，０００ ３，８００

２５歳 １９４，６００ １７６，０００ １７２，８００ ３．３６％ ８６％ １７８，５９９ １７８，６００ ２，９００

３０歳 ２２６，７００ １９４，７００ １８８，４００ ４．１４％ ９３％ １９６，１９９ １９６，２００ ２，８００

３５歳 ２３７，９００ １９０，７００ ２０１，８００ ３．９２％ １００％ ２０９，６９９ ２０９，７００ ２，８００

４０歳 ２５８，６００ ２１１，０００ ２１２，８００ ２．９１％ １０５％ ２１８，９９９ ２１９，０００ ２，９００

４５歳 ２７８，３００ ２２２，６００ ２２１，３００ １．４９％ １１０％ ２２４，５９９ ２２４，６００ １，５００

４５歳 ２８４，２００ ２２０，９００ ２１８，０００ １．８５％ １１２％ ２２２，０３３ ２２２，１００ ２，３６０
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２．賃金水準の追求

　　「賃上げ要求水準」及び「めざすべき賃金水準・最低到達目標水準」

　⑴�　すべての労働組合は月例賃金にこだわり、賃金の引き上げをめざす。また要求の組み立ては、

定期昇給相当分（賃金カーブ維持相当分４３００円）を確保した上で、名目賃金の到達目標の実現と

最低到達目標水準の確保、すなわち「賃金水準の追求」にこだわる。

　⑵�　中小組合は、賃金カーブ維持相当分（１年・１歳間差）を確保した上で、自組合の賃金と社会

横断的水準を確保するための指標（めざすべき賃金水準）とを比較し、その水準の到達に必要な

額を加えた総額で賃金引き上げを求める。また、獲得した賃金改善原資の各賃金項目への配分等

にも積極的に関与する。

　⑶�　連合山形の「賃上げ要求水準」は、賃金制度が整備されていない組合の目標値であることに加

え、連合加盟組合平均賃金との格差を解消するための水準額とする。

　　�　具体的には、連合本部賃上げ水準目標（６０００円）と連合山形加盟組合平均賃金額（２５７６３５円×

２％＝５１５３円）との差額（８４７円）及び、連合加盟中小組合の賃金カーブ維持分（４５００円）と連

合山形中小組合賃金実態調査による１歳間の平均間差額（昇給分４３００円※１）との差額（２００円）

を格差是正分として上乗せする。

　　�　したがって、連合山形の賃上げ要求水準は、賃金改善分として６，０００円以上と賃金カーブ維持

分（昇給）４，３００円に格差是正分２００円を加算した『１０，５００円以上』とする。

　　めざすべき賃金水準（格差是正）　　（参考）

　【考え方】２０１９年連合山形中小組合賃金実態調査による第９十分位値及び３次回帰値をもとに算出

全産業

１８歳 １６４，３００円

２０歳 １７７，２００円

２５歳 ２２７，０００円

３０歳 ２７９，０００円

３５歳 ３１３，５００円

４０歳 ３２９，６００円

４５歳 ３５１，６００円

製造業 商業・サービス

１８歳 １６３，９００円 １６３，２００円

２０歳 １７７，１００円 １７２，８００円

２５歳 ２２８，９００円 １７７，７００円

３０歳 ２８２，７００円 ２１０，２００円

３５歳 ３１５，３００円 ２４９，４００円

４０歳 ３３２，６００円 ２７１，３００円

４５歳 ３５４，４００円 ３５０，４００円

※１：４，３００円の考え方

　２０１９年連合山形中小組合賃金実態調査（全産業・男女計）中位数の１８歳から４５歳の

１歳間の平均間差額は、４，３００円である。

　　　　（２７２，４００円　－　１５７，０００円）÷２７≒４，３００円

　　　　 ４５歳中位数　　 １８歳中位数

※２：６，０００円の考え方

　連合加盟組合全体平均賃金水準（約30万円）の２％相当額に賃金改善分を上乗せした

６,０００円以上を賃上げ水準目標とする。

　①　連合加盟組合全体平均賃金水準の２％相当額６,０００円

　②　連合山形加盟組合平均賃金額２５７，６３５円の２％（５，１５３円）との差額８４７円

　※連合本部賃上げ水準が１０，５００円以上であるため、さらに格差是正分２００円を加算する。



－12－

　　最低到達目標水準（格差是正）　　　（参考）

　【考え方】２０１９年連合山形中小組合賃金実態調査による中位３次回帰値をもとに算出

３．雇用形態間格差の是正

　⑴�　有期・短時間・契約等で働く者の労働諸条件の向上と均等待遇・均衡待遇確保の観点から、企

業内のすべての労働者を対象とした企業内最低賃金協定の締結をめざす。締結水準については、

時給1,100円以上をめざす。

　⑵�　加えて、「働きの価値に見合った水準」に引き上げていくため、昇給ルールの導入に取り組む。

なお、昇給ルールを導入する場合は、勤続年数で賃金カーブを描くこととし、水準については、

「勤続17年相当で時給1,600円・月給264,000円以上」となる制度設計をめざす。

� 以　上

全産業

１８歳 １５７，２００円

２０歳 １６６，２００円

２５歳 １８９，６００円

３０歳 ２１３，３００円

３５歳 ２３５，９００円

４０歳 ２５５，８００円

４５歳 ２７１，６００円

４５歳 ２７２，２００円

製造業 商業・サービス

１８歳 １５７，０００円 １５２，０００円

２０歳 １６６，３００円 １５８，８００円

２５歳 １９０，５００円 １７８，９００円

３０歳 ２１５，０００円 １９７，６００円

３５歳 ２３８，３００円 ２１５，２００円

４０歳 ２５８，９００円 ２３１，９００円

４５歳 ２７５，４００円 ２４８，１００円

４５歳 ２７５，３００円 ２２４，５００円

【企業内最低賃金　時給1,100円の考え方】

◦�2017山形県の連合リビングウェイジの単身者時間額（所定内実労働時間数164h 時間換算）
９５０円及び、平成30年山形県の高卒初任給平均額（157,000円）を所定内労働時間165h で

除した額９５２円を総合勘案した上で、格差是正の観点から連合方針１，１００円以上をめざす。

【昇給ルール水準の考え方】

◦�「賃金センサスのフルタイム労働者の平均的な所定内賃金の平均値をめざす指標」の山
形県の平均値（256,367円）を所定内労働時間165h で除した金額を総合勘案し算出


